
大津市担い手育成農地集積事業補助金交付要綱 
 
（目的） 

第１条 この要綱は、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業実施要綱（平成９年１０月

８日付９構改Ｄ第６４１号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基

づき、土地改良区が土地利用調整推進事業又は高生産性農業集積促進事業を実施すること

に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付し、もって生産性の高い農業構

造の実現を図ることを目的とする。 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
（１）土地利用調整推進事業 実施要綱第２の（２）のイに基づき実施される土地利用

調整推進事業（以下「推進事業」という。）をいう。 
（２）高生産性農業集積促進事業 実施要綱第２の（３）に基づき実施される高生産性

農業集積促進事業（以下「促進事業」という。）をいう。 
（補助対象者） 

第３条 この要綱による大津市担い手育成農地集積事業補助金（以下「補助金」という。）

を受けることができる者は、推進事業又は促進事業を自主的に行う土地改良区とする。 
（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、推進事業及び促進事業とする。 
（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費及び補助金の額は、別紙のとおりとする。 
（交付申請書） 

第６条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４

条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市担い手育成農

地集積事業補助金交付申請書（様式第１号）とする。 
２ 前項の交付申請書には、事業計画書（様式第１号の２又は様式第１号の３）を添付し

なければならない。 
（決定通知書） 

第７条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市担い手育成農地集積事業補助金交

付決定通知書（様式第２号）により行うものとする。 
２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市担い手育成農地集積事業補助金交付申

請棄却（却下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 
（事情変更による取消通知書等） 

第８条 規則第９条第５項の規定による通知は、大津市担い手育成農地集積事業補助金交

付決定取消通知書（様式第４号）又は大津市担い手育成農地集積事業補助金交付決定変更

通知書（様式第５号）により行うものとする。 



（補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 
第９条 規則第１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書は、

大津市担い手育成農地集積事業補助事業変更承認申請書（様式第６号）又は大津市担い手

育成農地集積事業補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第７号）とする。 
（承認通知書等） 

第１０条 規則第１３条第２項の規定による通知は、大津市担い手育成農地集積事業補助

事業変更承認決定通知書（様式第８号）若しくは大津市担い手育成農地集積事業補助事業

中止（廃止）承認決定通知書（様式第９号）又は大津市担い手育成農地集積事業補助事業

変更承認申請棄却（却下）決定通知書（様式第１０号）若しくは大津市担い手育成農地集

積事業補助事業中止（廃止）承認申請棄却（却下）決定通知書（様式第１１号）により行

うものとする。 
（状況報告） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、規則第１１条の規定により事業遂行状況報告書（様

式第１２号）を補助金の交付のあった年度の１２月末現在において作成し、翌年１月１０

日までに市長に提出しなければならない。 
（実績報告書） 

第１２条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、大津

市担い手育成農地集積事業補助事業実績報告書（様式第１３号）とする。 
２ 前項の実績報告書には、事業計画書（様式第１号の２又は様式第１号の３）を添付し

なければならない。 
（確定通知書） 

第１３条 規則第１５条の規定による通知は、大津市担い手育成農地集積事業補助金確定

通知書（様式第１４号）により行うものとする。 
（交付請求書） 

第１４条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は、

大津市担い手育成農地集積事業補助金交付請求書（様式第１５号）とする。 
（一括又は分割による交付請求書） 

第１５条 規則第１８条第２項において準用する同条第１項の規定により市長に提出しな

ければならない交付請求書は、大津市担い手育成農地集積事業補助金交付請求書（様式第

１６号）とする。 
（取消通知書） 

第１６条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市担い手育成農地集積事業補助

金交付決定取消通知書（様式第１７号）により行うものとする。 
（返還通知書） 

第１７条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市担い手育成農地集積事

業補助金返還通知書（様式第１８号）により行うものとする。 
 



（その他） 
第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 
１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行し、平成１７年度分の補助金から適用する。 
２ この要綱は、平成１６年度において大津市担い手育成農地集積事業補助金交付要綱（平

成１０年４月１日制定）に基づき採択されている事業に適用する。 
３ 大津市担い手育成農地集積事業補助金交付要綱（平成１０年４月１日制定）は、廃止

する。 
４ この要綱は、国の経営体育成基盤整備事業（農業経営高度化支援事業）補助金の交付

措置が終了するに至ったときは、廃止するものとする。 
 

附 則 
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 
   附 則 
 （施行期日）  
１ この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 
 （経過措置）  
２ この要綱の施行の際現にある改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により

使用されている書類は、改正後の様式によるものとみなす。  
３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 
 
 
 
 



別紙（第５条関係）（別表第１） 

事  業 経   費 補 助 率 等 

１ 推進事業 土地改良区が行う土地利用調整推進

事業に要する経費 
別表第２に定める限度額の 
２分の１以内 

２ 促進事業 土地改良区が行う高生産性農業集積

促進事業に要する経費 
別表第３に定める交付限度

額以内 

 
（別表第２） 

対象事業の受益面積区分 限度額（千円） 

おおむね ６０ｈａ未満 １，０００ 
６０ｈａ以上２００ｈａ未満 １，３２０ 
２００ｈａ以上 ２，６６０ 

 
（別表第３） 

算  定  式 

 別表第１の２の交付限度額は、下記によるものとする。 
 なお、これにより算出された額は当該年度及び当該年度の次年度の２回に分けて交付

できるものとする。 
交付限度額＝実施要綱第２に規定する対象事業の着工年度から当該年度の前々年度まで

の累計年度事業費Ａ×ａの値＋着工年度から当該年度の前々年度までの累計年度事業費

Ａ×ｂの値＋着工年度から完了年度までの累計年度事業費Ｂ×ｃの値）×ｄの値 
 
 
［ａの値］ 

区   分 ａの値 
当該年度の前年度における

実施要綱第２の（３）のアに

規定する利用権等設定率 

５％未満 
５％以上１０％未満 
１０％以上１５％未満 
１５％以上２５％未満 
２５％以上３５％未満 
３５％以上 

０ 
０．００５ 
０．０１０ 
０．０１５ 
０．０２０ 
０．０２５ 

 
 
 



 
［ｂの値］ 

区  分 ｂの値 

当該年度の前年度において

実施要綱第２の（３）のイに

規定する連担化集積率 

５％未満 
５％以上１０％未満 
１０％以上１５％未満 
１５％以上２０％未満 
２０％以上２５％未満 
２５％以上 

０ 
０．００５ 
０．０１０ 
０．０１５ 
０．０２０ 
０．０２５ 

 
［ｃの値］ 

区  分 ｃの値 

事業完了年度又は完了年度翌年度において実施要綱第２の（３）

のウに示す要件を未達成 
（昭和６０年における滋賀県の耕地利用率は、９９％） 

０ 

上記要件を達成 ０．０２５ 

 
［ｄの値］ 
１．００ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


